
新型インフルエンザ等の発生と流行予測 新型インフルエンザ等対策行動計画作成の趣旨 新型インフルエンザ等対策の発生段階別の予想される状況と主な対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
発生段階 予想される状況 主な対策 

未発生期 

・新型インフルエンザ等が発生していない

状態。 

・海外において、鳥類等の動物のインフル

エンザウイルスが人に感染する例が散

発的に発生しているが、人から人への持

続的な感染はみられていない状況。 

①行動計画の作成等（推進会議） 

②サーベイランス・情報収集 

③市民等への普及・啓発 

④ワクチン接種体制の構築 

⑤医療体制の検討 

⑥要援護者への生活支援等の検討 

海外 

発生期 

・海外で新型インフルエンザ等が発生した

状態。 

・国内では新型インフルエンザ等の患者は

発生していない状態。 

・海外においては、発生国・地域が限定的

な場合や、流行が複数の国・地域に拡大

している場合等、様々な状況。 

①推進会議の開催。国の本部設置時

に、市本部を（任意）設置 

②サーベイランス等の強化 

③市民等への情報提供 

④コールセンターの設置 

⑤特定接種の実施 

⑥要援護者への生活支援等の準備 

 

県内 

未発生期 

(国内 

発生早期) 

・国内のいずれかの都道府県において新型

インフルエンザ等の患者が発生してい

るが、県内では発生しておらず、かつ全

ての患者の接触歴を疫学調査で追える

状態。 

①市本部の（任意）設置。緊急事態

宣言時に本部（法定）移行 

②サーベイランス等の強化 

③市民等への感染対策の要請 

④コールセンターの充実・強化 

⑤外出自粛、施設使用制限 

⑥特定・住民接種の実施 

⑦要援護者への生活支援等の準備 

県内 

発生早期 

・県内において新型インフルエンザ等の患

者が発生しているが、全ての患者の接

触歴を疫学調査で追うことができる状

態。 

・国内では、国内発生早期又は国内感染期

にあることが想定される。 

 

①市本部の（任意）設置。緊急事態

宣言時に本部（法定）移行 

②サーベイランス等の強化 

③市民等への詳細な情報提供 

④市民等への感染対策の要請 

⑤コールセンターの充実・強化 

⑥外出自粛、施設使用制限 

⑦特定・住民接種の実施 

⑧医療に関する対策への協力 

⑨要援護者への生活支援等の実施 

県内 

感染期 

・県内の新型インフルエンザ等の患者の接

触歴が疫学調査で追えなくなった状

態。 

・感染拡大からまん延、患者の減少に至る

時期を含む。 

・国内では、国内感染期にある。 

・国内でも、地域によって状況が異なる

可能性がある。 

①市本部の（任意）設置。緊急事態

宣言時に本部（法定）移行 

②県等への事務代行、応援の要請 

③サーベイランス等 

④市民等への詳細な情報提供 

⑤市民等への感染対策の要請 

⑥コールセンターの充実・強化 

⑦外出自粛、施設使用制限 

⑧特定・住民接種の実施 

⑨医療に関する対策への協力 

⑩要援護者への生活支援等の実施 

小康期 

・新型インフルエンザ等の患者の発生が減

少し、低い水準でとどまっている状態。 

・大流行は一旦終息している状況。 

①国本部廃止時に、市本部を廃止 

②対策の評価、見直し等 

③サーベイランス等 

④体制の縮小、中止 

 

これまでの取り組みと今後の予定 

① 国 

・ 平成 17年 12月 行動計画を作成 

・ 平成 25年４月 特別措置法施行 

・ 平成 25年６月 新行動計画作成 

② 新潟県 

・ 平成 18年１月 行動計画を作成 

・ 平成 25年９月 新行動計画作成 

③ 十日町市 

・平成 21年４月 行動計画を作成 

・平成 26年６月 10日 新行動計画を作成 

「市行動計画」作成の理由 

特措法の施行、国、県の新たな行動計画の作成を受け、特措法

第８条の規定により、新型インフルエンザ等発生時の危機管理対

応の規範とするべく、従来の行動計画をもとに、新たに「十日町

市新型インフルエンザ等対策行動計画（市行動計画）」を作成する。 

基本的な方針 

１ 感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する。 

２ 市民生活及び地域経済に及ぼす影響が最小となるようにする。 

作成に当たっての原則 

１ 市行動計画は、県行動計画に基づくもの。 

２ 対策（特に緊急事態措置）は、県知事が市町村の対策の総合調

整を行う。 

市の役割 

 ・市民へのワクチンの接種  ・要援護者への生活支援 

 ・国、県、近隣市町村と緊密に連携して対策を実施  等 

「市行動計画」のポイント 

○危機管理体制の整備 

危機管理に迅速・的確に対応するため、未発生期は対策推進会議

〔会長：副市長〕において行動計画の策定、情報収集等を行う。海

外発生期以降は対策本部〔本部長：市長〕を設置（任意）する。ま

た、国が緊急事態を宣言した時は、特措法に基づく対策本部に移行

する。このことにより全庁一体となって対策に取り組む。 

○発生段階 

国の行動計画等に準じて、発生段階６段階に分類。（右表参照）。 

○対策の分類と内容 

各発生段階における対策の基本項目を７項目に分類。 

流行予測 

新型インフルエンザ発生時の流行規模は、国の行動計

画では人口の 25％が罹患し、流行が約８週間続くと仮定

している。 

【十日町市における被害想定】 

医療機関の受診患者数 約 6,000人 ～ 約 11,500人 

入院患者数 約  240人 ～ 約  920人 

1 日あたり最大入院患

者数 
約    50人 ～ 約   180人 

死亡者数 約    80人 ～ 約   290人 

〔米国疾病予防管理センター（CDC）モデルに基づく試算〕 

社会・経済的な影響 

○ 事業の休止（最大 40％欠勤）、物資の不足、流通の

停滞 → 経済活動の縮小 

○ 学校等の休校（休園）、集会の中止、外出の自粛、

施設の使用制限 → 社会活動の縮小 

○ 食料品・生活必需品等や生活関連物資の不足 

十日町市新型インフルエンザ等対策行動計画の概要 

対策の主要７項目 

１ 実施体制 

発生前、発生後の市及び関係機関の体制等 

２ サーベイランス・情報収集 

発生状況の調査・監視、関係情報の収集、分析及び関

係機関への還元等 

３ 情報提供・共有 

情報提供手段の確保、発生時の市民への情報提供等 

４ 予防・まん延防止 

  感染拡大防止策の実施 

５ 予防接種 

予防接種（特定・住民）等 

６ 医療 

  医療体制の整備、発生時の医療の確保、医療関係者へ

の要請等 

７ 市民生活・地域経済の安定 

  生活や経済へ与える影響を最小限とするための各機関

の措置等 

新型インフルエンザ等の脅威 

１ 新型インフルエンザ等とは 

・ 新たに人から人に感染する能力を有する病原性の高

いインフルエンザや、同様の危険性がある新感染症

で国民の生命及び健康に重大な影響を与える恐れが

あるもの 

・ ほとんどの人が免疫を持っていないため、効率よく

感染し、世界的な大流行（パンデミック）となる恐

れがある 

２ 発生の危惧 

鳥インフルエンザ（H5N1）等に由来する病原性の高い

新型インフルエンザの場合には、高い致命率となり、甚

大な健康被害が懸念される。 

 



 

 

  各実行主体の役割分担 

     新型インフルエンザ等対策を総合的に推進するため、各実行主体の役割を 

  明確化したうえで、相互連携して対応にあたる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国 

 

 

・国全体としての態勢の整備、対策の推進 

・発生時の基本的対処方針の決定、緊急事態の宣言 

・新型インフルエンザ等及びワクチン等医薬品の調査研究の推進等 

県 

 

 

 

 

・県内における新型インフルエンザ等対策（地域医療体制の確保、まん延防止

対策等）の主体 

・関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策の総合調整・推進 

・緊急事態宣言時は、法に定める緊急事態措置（外出自粛、施設使用制限等）

を実施 

市 

 

・地域住民に対するワクチンの接種、要援護者等への生活支援等 

・国、県や近隣市町村と緊密に連携して対策を実施 

医療機関 

 

・院内感染対策や医療資器材の確保、診療継続計画の策定等 

・発生時は、診療継続計画等に基づき医療を提供 

指定（地方）公

共機関 

 

・新型インフルエンザ等発生時に、県等と連携し、本来的な業務（医療の提供、

社会・経済機能の維持等）を通じて、法に基づく新型インフルエンザ等対策

を実施 

登録事業者 

 

・発生に備えた感染対策の実施、重要業務の事業継続の準備等 

・新型インフルエンザ等発生時に、活動の継続に努める 

一般事業者 

 

 

・職場における感染予防策の実施、重要業務の重点化の準備 

・新型インフルエンザ等発生時に、一部の事業を縮小 

・多数の者が集まる事業を行う場合、感染対策等の徹底 

市民 

 

 

 

 

・新型インフルエンザ等及び発生時の行動等の知識の習得 

・マスク・咳エチケット等個人レベルの感染対策の実践、食料品・生活必需品

の備蓄等 

・新型インフルエンザ等発生時に、状況や対策等の正しい情報を得て、感染拡

大を抑える個人レベルの対策を実施 

医療体制
の強化

ピークを
遅らせる

時間

ピーク時の患者数等
を小さくする

医療提供の
キャパシティ

患
者
数
等

対策なし

対策あり

体制整備 国内発生遅延 感染拡大抑制 被害の軽減 見直し・準備

未発生期 海外発生期 国内発生早期 国内感染期 小康期 再燃期

Ａ県の発生パターン

Ｂ県の発生パターン

Ｃ県の発生パターン

Ｄ県の発生パターン

国
内
の
患
者
数

時間

国における発生段階

都道府県における発生段階

海外で新型インフルエンザ等
感染症発生

国内での初の患者の
発生

国内のいずれかの都道府県において初めて患

者の接触歴が疫学調査で追えなくなった時点

が目安

患者の発生が低い水準
で留まる

地域未発生期

地域発生早期

地域感染期

いずれの都道府県でも未発

生

各都道府県での初の患者の

発生

各都道府県において患者の

接触歴が疫学調査で追えな
くなった時点が目安

地域での発生状況は様々であり、地域未発生期から地域発生早期、地域発生早期から地域感染期への移行は、都道府県を単位として判断

＜国及び地域（都道府県）における発生段階＞ P.21 

 

＜対策の効果 概念図＞ P.５ 

 

（県行動計画から） 

補 足 資 料 


